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 1964 年 1 月新潟地震では，建物倒壊の被害により，地盤の液状化が世界中で強く認








兵庫県南部地震の以降においては，例えば 2004 年 10 月の新潟県中越地震，2011 年
























 現行の指針・技術基準類 1)2)ではまず，FL 法により地盤が液状化するか否かの判断
が行われる．液状化するとの判断が行われた場合は，FL 値により算出される PL 法 3)
により，液状化の危険度が判断されることがある．各自治体のホームページに公開さ











































平均線式：沈下率(沈下量／盛土高)＝0.072×修正 PL 値(FL≦0.4)＋0.039   (1) 



















































































以下に，第 2 章以降の目次構成とその概要を示す． 
 
第 2 章 盛土の液状化被害と効果的な被害予測 
 2.1.はじめに 
  ・研究の背景，必要性，要旨を示した． 
 2.2.盛土被害の実態 
  ・地震時の被害写真や被害報告を収集しとりまとめた． 
  2.2.1.橋台背面盛土の被害 
   ・地震時には，多くの段差被害が発生していること等を示した． 
 2.2.2.一般盛土の被害 
   ・地震時に盛土被害が起きやすい条件（河川近接等，地下水影響等）を示した． 
 2.3.液状化被害分析のためのデータ収集 







  ・被害事例に基づき，液状化盛土の沈下量を予測する方法を提案した． 
  2.5.1.概説 
   ・沈下量を予測する意義と必要性を再度に示した． 
  2.5.2.事例分析による被災と無被災の関係 
   ・PL 値(FL≦1.0，深さ 20m を対象)との関係性は低いことを示した． 
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   ・修正 PL 値(FL≦0.4,深さ 10m を対象)との関係性は，PL 値より向上する事を
示した． 
  2.5.3.事例分析による被災盛土沈下量の関係 
   ・PL 値は，沈下量との関係性がないことを示した． 
   ・修正 PL 値(FL≦0.4)は，沈下量との関係性が見えることを示した．ただし，
バラツキがあるため，精度向上の検討が必要なことを示した． 
  2.5.4.沈下予測の精度向上の検討 
   ・地表面を基準深さとして FL 値を再計算し，修正 PL 値を求め直した． 
   ・液状化タイプと地盤タイプに分類し，修正 PL 値（FL≦0.4）と沈下率δ/H（沈
下量／盛土高）の関係性を再整理した． 
   ・液状化層均一(表層液状化層分布)の場合は，修正 PL 値と沈下率に関係性が高
いことを示した．安全線はδ/H＝0.099×修正 PL＋0.08，平均線はδ/H＝
0.072×修正 PL＋0.039 であった．  
  2.5.5.修正 PL 値と沈下率の関係の整理 
   ・前項の修正 PL 値(FL≦0.4)に対し，追加 2 タイプの修正 PL 値（FL≦0.6 と FL
≦0.8）についても，前項と同様な沈下率との関係を整理した． 
   ・追加 2 タイプの修正 PL 値（FL≦0.6 と FL≦0.8）と沈下率の関係は異常点が
あり，前項修正 PL 値(FL≦0.4)の方が沈下予測の妥当性が高いことを示した． 
 2.6.FEM（液状化残留変形解析）の検討 
  ・モデルケースによる FEM(静的 ALID)を行い，修正 PL 値(FL≦0.4)と沈下率の関
係性を整理した． 
  ・事例分析の関係性と比べ，大きな（安全側な）沈下率を示した．文献調査によ
り，ALID 結果が被害事例より安全側すぎる問題を確認し，今後の ALID 解析で
は注意を要することを示した． 
 2.7.まとめ 
  ・本章のとりまとめを示した． 
 
第 3 章 砕石とジオシンセティックスを用いた盛土の液状化対策 
 3.1.はじめに 









  3.3.1.遠心載荷装置を用いた液状化模型実験（その１） 
   ・無対策(Case1)，ジオシンセティックス単独対策(ジオテキのみ：Case2)，新
工法(Case3)について，液状化層厚 10m における模型実験の結果を示した． 
   ・新工法は無対策に比べて，盛土の天端沈下量が 69%，法尻水平変位量が 30%に
抑制されたことを示した． 
   ・新工法は，ジオテキのみに比べて約 2 倍の張力(ひずみ)が発生しており，ジ
オシンセティックスの補強効果が十分発揮されていることを示した． 
  3.3.2. 遠心載荷装置を用いた液状化模型実験（その２） 
   ・無対策(Case4)，砕石単独対策(砕石のみ：Case5)，新工法(Case6)について，
液状化層 10.5m における模型実験の結果を示した． 
   ・新工法は無対策に比べて，盛土の天端沈下量が 62%，法尻水平変位量が 33%に
抑制されたことを示した． 
   ・新工法の抑制効果は，砕石のみと比べて，盛土の天端沈下量が 10%以上，法
尻水平変位量が 40%以上高いことを示した．また，液状化地盤内の変位も半
分以下に抑制されていることを示した． 
   3.3.3.動的有効応力 FEM を用いた実験の再現 
   ・遠心載荷模型実験（その１，その２）において，動的有効応力 FEM（LIQCA）
を用いて再現解析を行った結果を示した． 
   ・その１の再現解析では，盛土の天端沈下量が実験値より若干小さな値となり，
やや危険側の解析結果となることを示した． 
   ・その２の再現解析では，盛土の天端沈下量が実験値と同等または若干大きな
値となり，安全側の解析結果となることを示した．法尻水平変位量やジオテ
キ張力は，解析値は実験値の半分以下となり，再現が難しいことを示した． 
  3.3.4.動的有効応力 FEM による新工法の適用性検討 
   ・模型実験条件に限らず，新工法に適用性があることを確認するため，動的有
効応力 FEM（LIQCA）により，種々の現場条件を想定したパラメータスタディ
解析の結果を示した． 
   ・液状化条件は，その２実験の再現解析のパラメータを使用した． 






   ・液状化層厚を 5m に減じた影響では，沈下比が 0.4 0.7 となり，抑制効果が
増えることを示した． 
   ・地盤条件の影響では，表層 3m が粘性土層の場合は，新工法の沈下抑制効果が
発揮されないことを示した．中間層に粘性土層の場合は，沈下比が 0.7 以下
を示し，抑制効果があることを示した． 
   ・砕石層厚の影響では，砕石層厚 0.5m（実験の半分）では，抑制効果が 10%程
低下する事を示した． 
   ・砕石層の透水係数の影響では，透水係数比率（倍＝不完全液状化層の透水係
数／液状化層の透水係数）を変えた場合における沈下比との関係を示した．
その２実験再現（透水係数比率 35 倍）の沈下比が 70%に対し，不完全液状化








  3.4.1.遠心載荷装置を用いた液状化模型実験（その１） 
   ・過剰間隙水圧比と経過時間の関係図および過剰間隙水圧比の分布図から，新
工法は，砕石層周辺地盤で間隙水圧の発生が抑制されていることを示した． 
  3.4.2.遠心載荷装置を用いた液状化模型実験（その２） 
   ・過剰間隙水圧比と経過時間の関係図，過剰間隙水圧比の分布図，応力経路図
から，新工法は，砕石層周辺地盤で間隙水圧の発生が抑制されていることを
示した． 
  3.4.3.動的有効応力 FEM(LIQCA)を用いた間隙水圧の算定 
   ・模型実験その１と模型実験その２の再現解析から，間隙水圧を算定し，実験
値と対比した結果を示した． 
   ・実験値の再現性は，実験その１の解析値より実験その２の解析値の方が高い
ことを示した．それでも，新工法の過剰間隙水圧比の解析値は，実験値より
少ない値になり，間隙水圧の再現性には限界があることを示した． 
  3.4.4.過剰間隙水圧比による液状化抵抗値 FL の整理 
   ・模型実験その２で計測された過剰間隙水圧比から，FL を求めた結果を示した． 




 3.5.動的有効応力 FEM(LIQCA)と静的 FEM(ALID)との比較 
・実務設計でよく使われる静的な液状化変形解析の ALID を実施し，LIQCA 解析の
結果と対比した．ALID 解析が設計で適用できるかを検討した． 



















  ・平面道路の被害事例を被害写真により説明した． 
  ・対策方法として，舗装下面の路盤または路体にジオシンセティックスを挟み込
んだ砕石層を設置する対策イメージを示した． 
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「道路土工 軟弱地盤対策工指針（平成 24 年度版）」から引用 
 







写真 2.2.1-1 に，橋台背面盛土の段差被害事例 7）を示す．ここでは，地盤対策が行われる
橋台は沈下しないが，地盤対策が行われない背面盛土が沈下することによって，段差被害が
多く発生しているようである．ここでは，東北地整の約 1,500 橋の緊急点検により，橋台背
































-2011 年東日本大震災被災写真- 8）引用 
 
 
-インフラ被害の全貌(日経ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ)-  9）引用 
 












表 2.3-1(1) (3)に，収集した 32 箇所の被災事例一覧表を示す．この表は，情報公開申請に
より取得した成果品 11）12）の情報から，地点番号（箇所），ボーリング No，設計震度，PL 値
（FL≦1.0），3 種類の修正 PL 値（FL≦0.4，FL≦0.6，FL≦0.8），沈下量，盛土高，沈下率
（沈下量／盛土高），堤体土質，液状化タイプ等を整理したものである． 
また，表 2.3-2(1) (11)に，被害事例概要図を示す．この表は，32 箇所の断面図，液状化タ
















表 2.2-2(1) 河川堤防（関東地整管轄）の被災事例概要図(1) 
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表 2.2-2(10) 河川堤防（関東地整管轄）の被災事例概要図(10) 
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テップ 1 に該当する広域支援ルートは概ね 1 日以内の道路啓開を目標としており，道路盛土
であっても，1 日以内に復旧できる被害レベルに抑える対策が求められる． 
道路盛土対策の定義として，地震前の実施を事前対策，地震後の復旧時の実施を事後対策





図 2.4-1 道路盛土の対策の必要性 
 
盛土の被害レベルの指標としては，想定される沈下量から判断されることが考えられる．
L1 地震時に判断される「通行支障の有無」としては沈下量 20cm 程度 15) 16)，L2 地震時に判

















































ここでは，液状化抵抗率 FL 値に基づく被災と無被災の関係を整理した． 
東日本大震災（2011 年東北地方太平洋沖地震）では，茨城県小貝川の堤防盛土の被災報告




災 50 箇所程度の詳細情報 12)も入手し，検討を行うこととした． 
 
（１）PL値による被災と無被災の関係：小貝川 
小貝川 11 箇所の FL 値等の関連情報を使い，箇所ごとに液状化指数 PL 値を図 2.5.2-1 の
ように整理した．11 箇所のうち 6 箇所は，被災箇所と無被災箇所が存在した．無被災箇所は
8 箇所であった．なお，PL 値 6）は，ボーリング調査箇所の液状化危険性を示す指標であり，
以下の式で算出される．ここで，w(z)は深さ z の影響を考慮した指標であり，F は液状化有
無の影響を考慮した指標である． 











図 2.5.2-1 PL 値と被災・無被災の関係（小貝川） 
 
PL 値の整理によると，無被災の 8 箇所のち，危険度が極めて高い PL＞15 は半数の 4 箇所
となり，危険度が高い PL≧5 は全 8 箇所となった．無被災箇所なのに，危険度が高い結果と
なった．また，無被災と被災の PL 値には差が見えなかった．以上から，PL 値では，液状化
盛土の被災と無被災を判断するのは難しいと考えた． 
 
（２）修正 PL 値による被災と無被災の関係：小貝川 
被災報告 19）では，FL の制限を 1.0 から 0.4 に，深さ Z を 20m から 10m に変更した方が
被災・無被災の関係性が高いとしている．本件は，その報告事例に基づいた修正 PL 値を求
め，図 2.4.2-2 に整理した。修正 PL 値は，以下の式で算出した. 
 
修正	 	 ൌ 	 	 ሺzሻ 	 	 	 	
	 	
	
 	 ൌ 	 0.4 	 	 	 	ሺ	 	 ൏ 0.4ሻ				0														ሺ		 	 	 0.4ሻ	 
	 ሺzሻ ൌ 10 	 	  
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修正 PL 値の整理によると，無被災の 8 箇所のうち，修正 PL 値≦0.05 は 5 箇所，修正 PL
値≦0.2 は 6 箇所となり，無被災箇所の大半（8 箇所中 6 個所）で低い値を示した．PL 値の
整理と比べて，無被災箇所の判定に改善が見られた．しかしながら，被災 9 箇所においては










小貝川 11 箇所の関連情報を使い，PL 値と沈下率（沈下量 δ/盛土高 H）の関係を図 2.5.3-























（２）修正 PL 値による沈下率の関係 
前項（2.5.2(2)）に示した修正 PL 値と沈下率の関係を図 2.5.3-2 のとおり整理した．ここ


















































関東地整の被災事例データ 11) 12)の情報を詳細確認し，FL 値を修正計算するとともに，液
状化タイプと地盤タイプの分類を行うこととした．検討データは 32 箇所であり，以下の考え
で整理したものである． 
・FL 値の修正計算：収集した既存の FL 値は，算出位置が盛土・のり面・地表面で混在
していたため，地表面位置の FL 値に統一した． 
・液状化タイプと地盤タイプ：表 2.5.4-1，図 2.5.4-1 のように分類した． 
 






図 2.5.4-1 分類の組合せ図 
分類 盛土 基礎地盤
Ⅰ 砂質土 砂質土
A 基礎地盤 Ⅱ 砂質土 粘性土
B 堤体 Ⅲ 複合 砂質土















































（２）分類ごとの修正 PL 値と沈下率の整理 
図 2.5.4-2 は，基礎地盤が液状化した分類 A について整理したものである．図 2.5.4-3
は，堤体（盛土）が液状化した分類 B と C について整理したものである． 
  基礎地盤が液状化した分類 A の修正 PL と沈下率の関係（図 2.5.4-2）は，修正 PL 値の
増加に伴い沈下率が大きくなる傾向がみえる．前項に示した図 2.5.3-2 の整理に比べると，
修正PL値≧1.5の事例が増えており，沈下率の増加傾向が幅広く検証できている．ここで，
粘性土が浅層に薄く介入している分類 A－Ⅱでは，修正 PL 値に対して大きめの沈下率を
示している．これは，修正 PL値では，粘性土層の地震時における変形量がカウントできて
いないためと考えられる． 
   
 

















一方，盛土自体が液状化した分類 B と分類 C（図 2.5.4-3）は，修正 PL 値が低い領域で
も大きな沈下率を示すとともに，修正 PL 値と沈下率に相関性はみられない．これは，修正
PL 値が基礎地盤の FL 値に基づき算出しており，盛土の液状化影響を考慮していないため











一」に分けて，図 2.5.4-2 を図 2.5.4-4 のように再整理した．ここで，「液状化層均一」と
は盛土直下地盤に液状化層が分布する場合であり，修正 PL 値が求められる箇所である．「液
状化層不均一」とは盛土直下地盤に粘性土層が介在する場合であり，修正 PL 値が求められ




























図 2.5.4-4 修正 PL 値と沈下率の関係 再整理（分類 A，液状化層均一） 
 
 









図 2.5.4-5(1) 代表断面図(液状化層不均一) 
 
 
図 2.5.4-5(2) 代表断面図(液状化層不均一) 
 
 






図 2.5.4-6(1) 代表断面図(液状化層均一) 
 
 
図 2.5.4-6(2) 代表断面図(液状化層均一) 
 
 





２．５．５．修正 PL 値と沈下率の関係の整理 
前項までの修正 PL 値は，液状化層厚 10m までについて FL値を算出し，その FL 値≦0.4 を
対象に求めた PL 値である．ここで，修正 PL 値と沈下率（沈下量／盛土高）の関係を整理し
たものを図 2.5.4-4 に示した．ここには液状化の盛土被害について，修正 PL 値を使った盛土
の沈下率の推定式(1)(2)を示した． 
平均線式：沈下率（沈下量／盛土高）＝0.072×修正 PL 値(FL≦0.4)＋0.039       (1) 
安全線式：沈下率（沈下量／盛土高）＝0.099×修正 PL 値(FL≦0.4)＋0.080     (2) 
 
 
再掲載 図 2.5.4-4 修正 PL 値(FL≦0.4)と沈下率の関係 
 
 
この式によると，修正 PL 値が 0であっても，液状化による盛土の沈下が求められる事が問
題となる．そこで，修正 PL 値を求める際の FL 値の制限値を，FL≦0.6 と FL≦0.8 の 2 種類




る．なお，安全線と平均線において，修正 PL 値が 0 の場合に沈下率が 0を示すのは，図 2.5.5-





 図 2.5.5-1 修正 PL 値(FL≦0.6)と沈下率の関係 
 
 











的強度 RLの関数で与えられる．図 2.6.1-1 に概念図を示す．液状化後の圧密排水による沈下
は，石原らの考え 21）により求める．図 2.6.1-2 に概念図を示す． 
 
図 2.6.1-1 ALID の概要 20） 
 
 
図 2.6.1-2 液状化後の体積変化 21） 
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２．６．２．解析条件 
表 2.6.2-1 に，ALID 解析のモデルケース条件を示す．解析ケース条件は，盛土の天端幅，
盛土の高さ，盛土材を変化パラメータとして設定し，これに伴う解析結果を確認することと
した．ここで，液状化層の液状化抵抗率 FL値（修正 PL 値）を変化させる方法として，地表面
加速度を変化パラメータとした． 
地盤条件は，地表面付近の液状化層厚は 8m とし，その下部層は非液状化層とした．解析領
域は幅 300m，深度は耐震基盤層までの 26m とし，十分に広い領域とした．基礎地盤は水平成
層とし，地下水位は地表面に設定した．解析に用いる変形特性は，液状化対象層は液状化要
素，粘性土は非排水要素，砂質土と盛土は連成要素とした．地盤材料の非線形モデルは，全
て MC/DP モデルを用いた．MC/DP モデルにおいては，弾性状態の弾性係数を式（１）に示
す平均主応力に依存する Janbu 式を用いている．表 2.6.2-2 に，解析パラメータの一例とし







表 2.6.2-1 解析のモデルケース概要 
盛土天端幅 B（m） １０m，２０m，３０m 
盛土高 H（m） ４m，６m，８m 









EGkE  (1) 
ここで， tt GE , ：接線弾性係数， k ：Janbu 式パラメータ， n：Janbu 式パラメータ， m：
平均主応力， aP ：大気圧である． 
 






































B 0.0 6.0 19.0 3.0 4.0 57.00 38.00 8400 3150 0.333 0.0 25.0 13490 0.5 0.0 10 － 32.1 MC/DP 連成
As1 -8.0 8.0 18.0 5.0 3.9 146.80 97.87 14000 5250 0.333 0.0 30.0 14010 0.5 5.0 20 0.155 31.7 MC/DP 液状化
Ac1 -13.0 5.0 16.0 2.0 1.3 195.10 130.07 5600 2100 0.333 15.0 0.0 4219 1 0.0 60 － 18.1 MC/DP 非排水
As2 -17.5 4.5 18.5 20.0 11.3 230.18 153.45 56000 21000 0.333 0.0 35.0 44753 0.5 10.0 35 － 53.8 MC/DP 連成
Dc -26.0 8.5 18.0 25.0 12.0 284.60 189.73 70000 26250 0.333 50.0 0.0 36156 1 0.0 60 － 55.3 MC/DP 非排水
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２．６．３．解析結果 
図 2.6.3-1 に解析結果の一例として，盛土幅 30m，盛土高 8m，盛土材が粘性土系の N 値＝












図 2.6.3-2 液状化残留変形解析の変形図（主要部拡大） 
 
 
全ケースの解析結果を，図 2.6.3-3 に示す．ここでは，修正 PL 値（FL≦0.4）と沈下率δ
/H（盛土天端の最大沈下量δ，盛土天端幅 H）の関係について，事例分析の図 2.5.4-4 と同様
に整理した．重力加速度を 300gal,400gal,500gal と変える解析により，修正 PL 値の違いが
反映されている．凡例は，例えば B30H8 は盛土幅 30m と盛土高 8mの場合を示している．修正
PL 値の増加に伴い，沈下率が増加する傾向が見られた． 
なお，図 2.6.3-3 には，盛土材４条件（砂質系の N 値＝3 と 8，粘性土系の N 値＝3 と 8）
の結果を示している．図から読み取れない事項としては，N 値が同じであれば，粘性土系の方





















































図 2.6.3-3 ALID 解析による修正 PL 値(FL≦0.4)と沈下率の関係 
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図 2.6.3-4 には，すべての解析結果をまとめ，修正 PL 値と沈下率の関係となる上限線，
中間線，下限線を示した．上限線は沈下率＝1.0×修正 PL値＋0.40，中間線は 0.76×修正
PL 値＋0.33，下限線は 0.52×修正 PL 値＋0.26 である．なお，被害事例により予測線は，
平均線で 0.072×修正 PL 値(FL≦0.4)＋0.039 である． 
図 2.5.4-4 に示した修正 PL 値と沈下率の関係と比較すると，修正 PL 値により沈下率の増
加傾向は確認できるものの，解析値の方の沈下率は，被害事例と合致させた予測法に対し，
安全側すぎる解析結果を示している．近年は，ALID 解析結果と被災事例結果を分析した報告
例 22)が発表されており，被害事例と比べて ALID 結果が過大すぎるとの問題が示されている．

















値（深さ 10mまでの FL＜0.4 が対象）と沈下率（沈下量/盛土高）に関係性があることを
示した．平均線：沈下率＝0.072×修正 PL 値(FL≦0.4)＋0.039，安全線式：沈下率＝0.099
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砕石厚 2.0m：8～10 千円/ｍ２ 
改良 m3 当り：７～１０千円／ｍ３ 
改良径φ1.0m，L=10m 1 本当り 
５５ ８０千円/本(L-10m) 















































































 本研究で実施した目的と確認方法を表 3.2-1 に示す． 
 



















 ・液状化層：層厚 10m、7 号硅砂 Dr＝50% 
 ・加振：300gal 強の正弦波を 50 波載荷 
 ・実験ケース 
  Case1：無対策 
  Case2：盛土底部にジオシンセティックス 
  Case3：新工法（砕石挟み込みジオシンセティックス） 
 ・計測項目 
  盛土天端鉛直変位(中央、法肩)，法尻水平変位 
  変位測定用標点(ﾏｯﾌﾟﾋﾟﾝ又はﾋﾞｰｽﾞ) 
  ジオシンセティックスの歪 
b)確認項目 










 ・液状化層：層厚 10.5m，豊浦標準砂 Dr＝50% 
 ・加振：2011.3.11 の K-Net 水戸観測地震波 
 ・実験ケース 
  Case4：無対策 




  盛土天端鉛直変位(中央、法肩) 
  法尻水平変位 
  変位測定用標点(写真撮影) 














  盛土天端沈下量・沈下量比(中央、法肩) 
  法尻水平変位量・拡幅比 
  ジオシンセティックス歪量 
 





  盛土天端沈下量・沈下量比(中央、法肩) 
  法尻水平変位量・拡幅比 





























































































 ・盛土条件及び地盤条件等は 3)①と同様 
 ・水平震度：kh＝0.6（神戸波相当の静的震度） 
確認項目（共通） 
  盛土天端沈下量・沈下量比(盛土の中央と法肩) 
  法尻水平変位量・拡幅比 
















図 3.3.1-1 に遠心模型実験概要図(新工法)を示す．盛土条件は，盛土高 4m，盛土天端幅 8m，
のり面勾配 1:1.5 である．地盤条件は，基礎地盤層厚 11ｍ(地下水位 GL-1m)，液状化層厚 10m













図 3.3.1-2 と表 3.3.1-1 に使用した遠心載荷装置の諸元を示す．遠心模型実験は遠心




    表3.3.1-1 遠心載荷装置の主要諸元 
項 目 仕 様 
回転駆動方式 油圧モーターによる回転サーボ方式 




振動台寸法  950mm×650mm  
最大積載質量  300kg （遠心加速度50g 下） 
最大加振加速度 15G  








図 3.3.1-2 遠心載荷装置模式図 
 
 
表3.3.1-2 遠心模型実験の相似率（遠心加速度λG の場合） 
長さ 加速度 密度 力 応力 ひずみ 変位 剛性 周波数 時間 
時間 
(透水)

























盛土 液状化層 砕石・基盤層(非液状化層) 
使用材料 豊浦砂 硅砂7号 硅砂3号 
平均粒径D50(㎜) 0.198 0.147 2.175 
土粒子比重Gs 2.645 2.635 2.632 
最大間隙比 0.970 1.101 0.977 
最小間隙比 0.618 0.657 0.653 
使用相対密度 80％ 50％ 100％ 
内部摩擦角(°) － 37.6 － 
粘着力(kN/m2) － 3.1 － 
透水係数(m/sec)  （2.57×10-4） （7×10-3） 











表 3.3.1-4 実験ケースの概要 









































































項目 計測対象 個 数 
加速度計 入力加速度 1  
地中加速度 10  
間隙水圧計 地中間隙水圧 7  



































図 3.3.1-6 に，今回実験で用いた入力波の加速度波形を示す．入力波は，最大 300gal，










図 3.3.1-6 入力加速度 
    
 




漸減 10波 漸増 10波 主波 50波 
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IE ൌ 	 	
	
	
ሺ	 ሻ	 	 	  
ここで，IE は加速度パワー(cm2/sec3)，tは地震動の継続時間(sec)，a は入力加速度
(cm/sec2)である． 
加速度パワーは，漸増 10 波，主波 50 波，漸減 10 波を含めて評価した．その結果，今回
の実験で用いた入力波の地表面加速度パワーは IE＝1.1×106(cm2/sec3)となった．レベル 2
地震動の兵庫県南部地震(神戸海洋気象台記録)の波形を加速度パワーで評価すると，IE＝








同等の加速度パワーとなる加振約 30 秒時の変形を示した． 
液状化後の最終変形は，無対策(Case1)の時に盛土天端中央及び法肩沈下量が 1m を超え
(1.13m,1.12m)、法尻水平変位量は 0.5m である．それに対し新工法(Case3)は，盛土天端中
央沈下量が 0.80m で，無対策(Case1)の 69％となった．法肩沈下量は 0.75m で，無対策






① 変形の経時変化  
図 3.3.1-7 に，盛土天端中央の沈下量の経時変化を示す．ここで，ジオテキのみ(Case2)
は経過時間 35 秒以降で変位計データにノイズが入り測定不能となったため，データが取得




(Case2)の 0.02m/sec より緩やかである．なお，60 秒(漸減 8 波)以降は，無対策(Case1)及
び新工法(Case3)の沈下は収束に向かう． 
図 3.3.1-8 に，法肩沈下量の経時変化を示す．6秒(漸増 3波)付近から沈下が増加し，加
振後 11 秒(漸増 9 波)は無対策(Case1)及びジオテキのみ(Case2)が 0.20m であるのに対し，
新工法(Case3)は 0.14m であり抑制効果が確認された．盛土天端中央の沈下量の経時変化と
異なり，加振初期から沈下量が抑制されている．加振後 11秒以降 35 秒(主波 27 波)程度ま
で，無対策(Case1)は 0.03m/sec の勾配で沈下が進むのに対し，ジオテキのみ(Case2)は
0.02m/sec，新工法(Case3)の 11 秒～17 秒は 0.02m/sec と少ない．さらに新工法は，17 秒
3-14
～35 秒になると 0.01m/sec と沈下勾配が緩やかになっている．35 秒以降の沈下の傾向は，
無対策(Case1)と新工法(Case3)は一定勾配で沈下しているのに対し，ジオテキのみ(Case2)











































































ここで，( )内は無対策を 100%とした場合の割合を示す． 
1)加振 33 秒とは，レベル 2 地震動神戸地震波の加速度パワー相当を示す． 
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 図 3.3.1-7 盛土天端中央沈下量の経時変化 
 
 


























































新工法(Case3)は，法尻部の沈下が 0.5m，盛土中央部の沈下量が 0.85m であり，盛土底
部全体の沈下量が抑制されている．地盤内変位は，砕石が配置されている範囲 2m では，
水平変位が 0.05～0.1m 程度で地表面付近の水平変位を抑えている．地盤内の変位は，深











































































ゲージの値の平均値である．両ケースとも 5 秒(漸増 2 波)付近からひずみが発生し、11
秒(漸増 9 波)程までに急激な増加を示す．1)②で述べた変形の経時変化との関連をみる




































































図 3.3.2-1 に，遠心模型実験概要図(新工法)を示す．盛土条件は，盛土高 2.0m，盛土天端
幅 4.0m，のり面勾配 1:1.5 である．地盤条件は，基礎地盤層厚 11m(地下水位 GL-0.5m)，液状



























 表 3.3.2-1 に使用した遠心載荷装置の諸元を，図 3.3.2-2 に装置の写真を示す．遠心
模型実験は遠心場λ=50G で実施し，実験模型スケールは相似率に従い実大の 1/50 とし
た．相似率は，遠心模型実験(その１)で示した通りである． 
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    表3.3.2-1 遠心載荷装置の主要諸元 
項 目 仕 様 
回転駆動方式 油圧モーターによる回転サーボ方式 
有効回転半径  2.3m（ 振動台使用時） 
最大遠心加速度  50G（振動台使用時） 
試料容器寸法  600mm×300mm×400mm  


















に示したように，実物材料の引張剛性 Et=3000kN/m の 1/50 の剛性を有する(Et=60kN/m)農
業用シート(ダイヤテックス製：BK-85)を使用した． 
  





使用材料 DL クレー 豊浦砂 硅砂 3 号 
平均粒径 D50(mm) 0.024 0.19 1.72 
土粒子比重 Gs 2.765 2.645 2.65 
最大間隙比 1.672 0.973 0.971 
最小間隙比 0.695 0.609 0.702 
使用相対密度 - 50 - 
内部摩擦角(°) 35 38 35 
粘着力(kN/m2) 14.0 3.0 10.0 
透水係数(m/sec) - 2×10-4 7×10-3 
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（２）実験ケース 

















































図 3.3.2-3 新工法(Case6)の計測器配置図 
 
 






するために，地盤内に 2m 格子状に標点マーカーを配置した． 
 
表 3.3.2-4 計測項目一覧 




間隙水圧計 地中間隙水圧 15 























図 3.3.2-4 ジオシンセティックスのひずみゲージ設置位置平面図 
 
5)入力加速度 
図 3.3.2-5 に，今回実験で用いた入力波の加速度波形を示す．入力波は，2011 年東北地












































土天端中央沈下量及び法肩沈下量が 43.4cm で，法尻水平変位量は 11.5cm であった．それ
に対し砕石のみ(Case5)は，盛土天端中央沈下量が 31.6cm（無対策(Case4)の 73%）であり，
法肩沈下量は 36.7cm（無対策(Case4)の 85%）であった．また，法尻水平変位量は 8.5cm（無
対策(Case4)の 74%）であった． 
新工法(Case6)の盛土天端中央沈下量は 26.7cm（無対策(Case1)の 62%）であり，法肩沈
下量は 29.1cm（無対策(Case1)の 67%）であった．また，法尻水平変位量は 3.8cm（無対
策(Case4)の 33%）であり，砕石のみ(Case5)より大きな抑制効果を確認した． 
 




































































図 3.3.2-6 に，盛土天端中央沈下量の経時変化を示す．各 Case とも主揺動が作用する
85 秒付近から沈下が急増する．主揺動加振(85 秒以降)から主揺動終了付近(105 秒)まで
は，各 Case ともに一定勾配で沈下が増加する．無対策(Case4)の沈下勾配は 1.6cm/sec と





が 6.1cm、新工法(Case6) が 3.8cm である．最終沈下量は，無対策(Case4)の 43.4cm に比





図 3.3.2-7 に，法肩沈下量の経時変化を示す．主揺動加振(85 秒以降)から主揺動終了付
近(105 秒)までは，各 Case ともに盛土天端中央沈下量と同様であり，一定勾配で沈下が増
加する．無対策(Case4)は，沈下勾配 1.6cm/sec で沈下の増加が大きい．それに対し，砕石
のみ(Case5)及び新工法(Case6)の沈下量の増加勾配は小さくなる．ここで，新工法(Case6)





6.4cm、新工法(Case6) が 5.1cm である．無対策(Case4)の最終沈下量が 43.4cm であったの






































































図 3.3.2-8 に，模型地盤側面に設置した標点を基に作成した地盤内変位図を示す． 
無対策(Case4)は，法尻部の沈下量が 34.2cm に対して，盛土中央部の沈下量が 40.3cm で
あり，法尻部から盛土中央に向かって沈下量が大きくなる．法尻部は，外側に向かって
11.5cm 水平に変位している．水平変位量の最大値は，深度 5m 地点の 19.5cm である．法尻
から外側 4m に外れた位置でも，地盤内の水平変位が確認されている． 
砕石のみ(Case5)は，法尻部の沈下量が 20.8cm に対して，盛土中央部の沈下量が 27.9 ㎝
である．法尻部から盛土中央に向かって沈下量は大きくなるが，その傾向は無対策(Case4)
より少ない．法尻部の水平変位量は 8.5cm であり，無対策 (Case4) に比べて変形量は抑制
されている．地盤内の水平変位の最大値は，深度 4～6m 地点の 17.4cm である．水平変位量
は，無対策 (Case4) に比べて小さくなる傾向を示す． 
新工法(Case6)は，法尻部の沈下量が 21.6cm，盛土中央部の沈下量が 23.5cm であり，ほ
ぼ同等の沈下傾向を示している．無対策(Case4)や砕石のみ(Case5)と比べて，盛土直下の











































動加振の 87 秒は，ジオシンセティックス全体に 1～2%のひずみが発生している．沈下が収
束し始める主揺動終了(105 秒)は，盛土中央から法肩方向 1m と法肩部で 2.8%程までひずみ
は増加するが，法面直下と盛土中央部は 0％まで減少する．新工法(Case6)は，沈下が進行
し始める主揺動加振(87 秒)時から，沈下が収束し始める 105 秒時には，盛土中央部から法
肩にジオシンセティックスのひずみが発生している．これは，砕石の曲げ変形を拘束して
いることを示しており，盛土の変形抑制を発揮したと考えられる． 
図 3.3.2-9 補強材ひずみ経時変化(盛土中央から法肩方向 1m の位置) 
図 3.3.2-10 補強材ひずみ分布図 









































のである．LIQCA（Computer Program for Liquefaction Analysis）は，一般社団法人 LIQCA 液状
化地盤研究所が開発した有効応力に基づいた液状化のシミュレーション手法である．本数値




3.3.3.1 遠心模型実験（その 1）の数値シミュレーション 
（１）解析概要 
1) 解析モデル 















































図 3.3.3-2 入力地震波 
 
2) 材料モデル 









表 3.3.3-1 材料モデル 
材料名 適用モデル 特徴 

























漸減 10波 漸増 10波 主波 50波 
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3) 検討ケース 
表 3.3.3-2 に，検討ケースごとのモデルを示す。 
 




② 液状化層（7 号硅砂）→平面ひずみ要素 
















初期応力解析及び動的有効応力解析に用いたパラメータを，表 3.3.3-3 と表 3.3.3-4 に示
す．実験条件（相対密度，間隙比等）及び繰り返し三軸試験結果を基に設定した． 
 













単位体積重量 γ(kN/m3) 19.6 19.5 18.3 19.5 -
無次元初期弾性係数 E0/σ'm 686 2632 1596 870 -
ポアソン比 ν 0.333 0.333 0.333 0.333 -
粘着力 C (kN/m2) 0 10 3 10 -
内部摩擦角 Φ（°） 30 35 38 35 -
引張剛性 EA　(kN/m) - - - - 3000



































単位体積重量 γ(kN/m3) 19.6 19.5 18.3 19.5 -
無次元初期弾性係数 E0/σ'm - 2632 - 870 -
ポアソン比 ν 0.333 0.333 0.333 0.333 -
粘着力 C (kN/m2) 0 10 3 10 -
内部摩擦角 Φ（°） 30 35 38 35 -
引張剛性 EA　(kN/m) - - - - 3000
曲げ剛性 EI (kN/m2/m) - - - - 1.0×10-5
透水係数 k(m/sec) - - 2.0.E-04 - -
初期間隙比　 e0 0.688 - 0.879 - -
圧縮係数　 λ - - 0.010 - -
膨潤係数　 κ - - 0.0005 - -
無次元初期せん断係数比　G0/σ'm - - 1200 - -
過圧密比 OCR - - 1.0 - -
変相応力比  M*m - - 0.909 - -
破壊応力比 M*f - - 1.158 - -
硬化パラメータ B0 - - 2500 - -
硬化パラメータ　 B1 - - 25 - -
硬化パラメータ　 Cf - - - - -
異方性消失のパラメータ Cd - - 2000 - -
基準ひずみ（塑性剛性） γp*γ - - 0.005 - -
基準ひずみ（弾性剛性） γe*γ - - 0.003 - -
ﾀﾞｲﾚｲﾀﾝｼｰ係数 D0 - - 2.0 - -
ﾀﾞｲﾚｲﾀﾝｼｰ係数 n - - 5.0 - -
せん断弾性係数のパラメータ　a 3963.0 - - - -
せん断弾性係数のパラメータ　b 0.5 - - - -
R-Oパラメータ              α 1.2 - - - -










図 3.3.3-3 盛土材の動的変形特性 
 
 
③液状化層(7 号硅砂)の液状化強度曲線「Oka モデル」 
7 号硅砂のパラメータは，液状化強度試験に対する要素シミュレーションを行うことで
設定した．目標としたのは，両振幅ひずみ 5％における繰返し回数と繰返しせん断応力比の





























・解析結果は，全ての Case において，実験値とほぼ同じ 8 秒(漸増 5 波)程度から沈下が始









37 秒以降で計測不能であったが，解析による最終沈下量は 1.13m となっている． 
・新工法(Case3)：22 秒(主波 12 波)程度から，解析値の方が実験値より沈下量が大きくなる．
最終沈下量は，実験値 0.81m，解析値 1.03m であり，解析値の方が大きな値となった． 
 











・全ての CASE において，解析値は 6 秒付近から沈下が生じ，15 秒程度まで同様の沈下挙
動を示しており，実験値との整合性は低い． 
・無対策(Case1)：56 秒程度までは，解析値の方が実験値より沈下量が小さな値となる．実
験値は 40 秒程度から沈下が緩やかになり収束する傾向を示したが，解析値は 45 秒から




実験値 1.01m，解析値 1.19m と解析値の方が大きな値となる． 
・新工法(Case3)：解析値は，無対策(Case1)及びジオテキのみ(Case2)の挙動と異なり，6 秒
付近の沈下の開始から沈下勾配が徐々に緩やかになる傾向を示している．20 秒程度で解
析値は実験値と一致し，その後 38 秒程度までは実験値と同様の値を示す．40 秒以降は，









図 3.3.3-6 盛土法肩の沈下量の経時変化の比較 
 
3）法尻水平変位量 
図 3.3.3-7 に，加振終了後の法尻水平変位量を示す．無対策(Case1)は，実験値が 0.50m，
解析値が 0.26m である．ジオテキのみ(Case2)は，実験値が 0.20m，解析値が 0.30m である．
















のに対し，解析の最大値は 20kN であった．新工法(Case3)は，実験の最大値が 130ｋN であ















  表 3.3.3-5 に，解析と実験の最終変位量の比較を示す．ここでは，無対策の変位量に対す
る対策工の変位量比(沈下比・拡幅比＝対策工の変位量／無対策の変位量)の値も示してい
る．以下にその結果を箇条書きで示す． 
  ・無対策(case1)の沈下量は，盛土天端中央で実験値 1.13m に対し解析値 1.38m となり，
解析値は 20%以上の過大な値となった．新工法(case3)の沈下量も，実験値 0.81m に対
し解析値 1.03m となり，解析値は 30%近くの過大な値となった．以上より，解析値の
沈下量の再現性は低い結果となった． 










































































図 3.3.3-9 に，解析モデル(新工法：case6)を示す．このモデルは遠心模型実験（その 2）
を再現したものであり，実物大換算のスケールで示している．盛土及び地盤条件は，遠心模






























































表 3.3.3-6 材料モデル 
材料名 適用モデル 特徴 

























主波 85 110 秒
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3)解析ケース 
表 3.3.3-7 に，解析ケースを示す． 
 
表 3.3.3-7 検討ケース 
ケース モデル 
CASE4:無対策 
① 盛土材（DL クレー）→平面ひずみ要素 
② 液状化層（豊浦砂）→平面ひずみ要素 


















表 3.3.3-8 と表 3.3.3-9 に，初期応力解析及び動的有効応力解析に用いたパラメータを示
す．実験条件（相対密度，間隙比等）及び中空ねじり試験結果を基に設定した． 
 













単位体積重量 γ(kN/m3) 15.0 19.2 18.7 19.2 -
無次元初期弾性係数 E0/σ'm 2967 2632 3005 870 -
ポアソン比 ν 0.333 0.333 0.333 0.333 -
粘着力 C (kN/m2) 14 10 3 10 -
内部摩擦角 Φ（°） 35 35 38 35 -
引張剛性 EA　(kN/m) - - - - 3000



































単位体積重量 γ(kN/m3) 15.0 19.2 18.7 19.2 -
無次元初期弾性係数 E0/σ'm - 2632 - 870 -
ポアソン比 ν 0.333 0.333 0.333 0.333 -
粘着力 C (kN/m2) 14 10 3 10 -
内部摩擦角 Φ（°） 35 35 38 35 -
引張剛性 EA　(kN/m) - - - - 3000
曲げ剛性 EI (kN/m2/m) - - - - 1.0×10-5
透水係数 k(m/sec) - - 2.0.E-04 - -
初期間隙比　 e0 1.206 - 0.809 - -
圧縮係数　 λ - - 0.009 - -
膨潤係数　 κ - - 0.0001 - -
無次元初期せん断係数比　G0/σ'm - - 2259 - -
過圧密比 OCR - - 1.0 - -
変相応力比  M*m - - 0.909 - -
破壊応力比 M*f - - 1.158 - -
硬化パラメータ B0 - - 5000 - -
硬化パラメータ　 B1 - - 50 - -
硬化パラメータ　 Cf - - - - -
異方性消失のパラメータ Cd - - 2000 - -
基準ひずみ（塑性剛性） γp*γ - - 0.001 - -
基準ひずみ（弾性剛性） γe*γ - - 0.010 - -
ﾀﾞｲﾚｲﾀﾝｼｰ係数 D0 - - 0.10 - -
ﾀﾞｲﾚｲﾀﾝｼｰ係数 n - - 3.0 - -
せん断弾性係数のパラメータ　a 8639.0 - - - -
せん断弾性係数のパラメータ　b 0.5 - - - -
R-Oパラメータ              α 2.8 - - - -
R-Oパラメータ              γ 1.9 - - - -
パラメータ名
3-43
②盛土材(DL クレー)の動的変形特性「R-O モデル」 




































・解析結果は，各 Case とも，主揺動が作用する 90 秒から主揺動終了付近の 110 秒までに，






下量となる．最終沈下量は，実験値 0.43m，解析値 0.44m とほぼ同等の値である． 
・砕石のみ(Case5)：解析値は，90 秒付近から一定勾配で沈下が進んでいるが，110 秒付近
から沈下が収束する．105 秒付近で実験値の沈下量と重なり，その後実験値より大きな沈
下量を示す．最終沈下量は，実験値 0.32m，解析値 0.37m であり，やや解析値が大きい値
を示す． 
・新工法(Case6)：120 秒付近で実験値と解析値が重なり，その後は解析値のほうが実験値















・全ての Case において解析値は，主揺動加振 90 秒付近から沈下が生じ，110 秒程度まで一

















































ら沈下が収束する．最終沈下量は，実験値 0.43ｍ，解析値 0.43ｍと一致している． 
・砕石のみ(Case5)：120 秒付近から，沈下が収束する傾向を示す．解析値は，実験値の沈下
量を下回る傾向を示している．最終沈下量は，実験値 0.37m，解析値 0.35m であり，解析
値がやや小さな値となる． 
・新工法(Case6)：沈下収束は，砕石のみ(Case5)と同様の傾向を示す．最終沈下量は，実験





















































  図 3.3.3-15 に加振後の法尻水平変位量を示す．無対策(Case4)が最大値を示し，実験値が
0.12m に対して解析値は 0.04m である．砕石のみ(Case5)は実験値が 0.09m に対し，解析値
















大引張力は，実験値 43kN に対して解析値 23kN であった． 
 









  表 3.3.3-10 に，解析と実験の最終変位量の比較を示す．ここには，無対策の変位量に対す
る対策工の変位量の比(沈下比および拡幅比＝対策工の変位量／無対策の変位量)も示した．
以下に箇条書きで整理する． 
 ・無対策(case4)の沈下量は，盛土天端中央で実験値 0.43m に対し解析値 0.44m となり，解




























































































遠心模型実験は，遠心実験装置の大きさの制約から盛土高さ 2m 及び 4ｍの実施となって
いる．ここでは，盛土高さ 10m までを対象に，新工法の対策効果（沈下抑制）を確認する
ため，動的有効応力 FEM(LIQCA)による数値解析検討を行うものである． 














厚さ方向中央に 1 枚敷設した．砕石層周辺の不完全液状化層は，3.3.3 実験再現の解析




表 3.3.4-1 に，解析ケースを示す．解析 case は，盛土高 2m，4m，6m，8m，10m であり，
無対策時と新工法対策時において実施した．新工法で設置されるジオシンセティックスの




図 3.3.4-1 解析モデル図 
 
 











PS-1 2 － － － 盛土高 2m 無対策 
PS-2 2 3000 2 200 盛土高 2m 新工法 
PS-3 4 － － － 盛土高 4m 無対策 
PS-4 4 3000 2 200 盛土高 4m 新工法 
PS-5 6 － － － 盛土高 6m 無対策 
PS-6 6 3000 2 200 盛土高 6m 新工法 
PS-7 8 － － － 盛土高 8m 無対策 
PS-8 8 3000 2 200 盛土高 8m 新工法 
PS-9 10 － － － 盛土高 10m 無対策 
PS-10 10 3000 2 200 盛土高 10m 新工法 
 
表 3.3.4-2 に，入力パラメータを示す．動的有効応力 FEM に使用したモデルは，以下の
通り 3.3.3 と同様としている． 


































透水係数 k(m/sec) - - 2.0.E-04 -
初期間隙比　 e0 1.180 0.873 0.791 -
圧縮係数　 λ - - 0.009 -
膨潤係数　 κ - - 0.0001 -
無次元初期せん断係数比G0/σ'm - - 2259 -
過圧密比 OCR - - 1.0 -
変相応力比  M*m - - 0.909 -
破壊応力比 M*f - - 1.158 -
硬化パラメータ B0 - - 5000 -
硬化パラメータ　 B1 - - 50 -
硬化パラメータ　 Cf - - - -
異方性消失のパラメータCd - - 2000 -
基準ひずみ（塑性剛性）γp*γ - - 0.001 -
基準ひずみ（弾性剛性）γe*γ - - 0.010 -
ﾀﾞｲﾚｲﾀﾝｼｰ係数 D0 - - 0.10 -
ﾀﾞｲﾚｲﾀﾝｼｰ係数 n - - 3.0 -
せん断弾性係数のパラメータ　a 3963.0 - - -
せん断弾性係数のパラメータ　b 0.5 - - -
R-Oパラメータ              α 1.2 - - -




図 3.3.4-2 に，盛土高さと盛土天端中央沈下量および法肩沈下量を示す．また，図 3.3.4-3






・新工法の最終沈下量：盛土天端中央は，盛土高 2m の場合に最大値 0.7ｍを示す．法肩は，
盛土高 4m の場合に最大値 0.55ｍを示す．また，盛土高 10m の場合に，盛土天端中央お
よび法肩ともに，最小値 0.3m を示す． 
・新工法の沈下抑制：盛土高さに応じて沈下比に差異は見えるが，実験値と同様の 70%以


























































































図 3.3.4-4 に，盛土高さと法尻水平変位量を示す．また，図 3.3.4-5 に，盛土高さと無対策
の拡幅量を 1.0 とした対策後の拡幅量（拡幅比）を示す． 
・無対策の法尻水平変位量：盛土高 2m の場合が 0.22ｍと最も小さい．これは，盛土高
が低いことにより，作用せん断応力が低いためと考える．盛土高が高くなるにつれ増加
するが，盛土高 6m 以降は 0.33m 程度と頭落ちを示す．これは，盛土の拘束圧の増加
により，液状化しにくくなった影響と考える． 
・新工法の法尻水平変位量：盛土高 2m の場合が 0.11ｍと最も小さく，無対策時と同様の



































































同様とし，液状化層厚のみを 10m から 5m に変更した． 
 
（２）解析結果（沈下量） 
図 3.3.4-6 に，盛土高さと盛土天端中央沈下量および法肩沈下量を示す．また，図 3.3.4-7
に，盛土高さと無対策の場合の沈下量を 1.0 とした対策後の沈下量（沈下比）を示す． 
・盛土の最大沈下量は盛土高 2m の場合であり，盛土天端中央が 0.25m，法肩が 0.20m と
小さい．液状化層厚 10m の解析結果と比べると，30%程度の値である． 

















































































図 3.3.4-8 に，盛土高さと法尻水平変位量を示す．また，図 3.3.4-9 に，盛土高さと無対策
の拡幅量を 1.0 とした対策後の拡幅量（拡幅比）を示す． 
・法尻水平変位量の最大値：無対策の場合は盛土高 8m の 0.15m，新工法の場合は盛土高




・液状化層厚 10m との対比：液状化層 10m の場合と比べると，法尻水平変位量は半分未
満になり，非常に小さい値を示す． 



































































に示すとおり，①表層 3m が粘性土層の場合，②液状化層の中間に 3m の粘性土層がある場合


















①表層 3m が粘性土の場合 
②表層 4m 液状化層・中間 3m 非液状化層・下層 3m 液状化層の場合 
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（２）解析結果【①表層 3m が粘性土の場合】 
 １）沈下量 
図 3.3.4-11 に，盛土高さと盛土天端中央沈下量および法肩沈下量を示す．また，図 3.3.4-
12 に，盛土高さと無対策の場合の沈下量を１とした対策後の沈下量（沈下比）を示す． 
・無対策の最終沈下量の最大値：盛土高 4m の場合に盛土天端中央が 0.57m，法肩が
0.53m を示し，盛土高が高くなるにつれて沈下量は減少する． 
































































































図 3.3.4-13 に，盛土高さと法尻水平変位量を示す．また，図 3.3.4-14 に，盛土高さと無
対策の拡幅量を 1.0 とした対策後の拡幅量（拡幅比）を示す． 
法尻水平変位量の最大値は，無対策の場合が盛土高 8m の 0.28m，新工法の場合が盛土
高 6m の 0.19ｍであり，対策後の抑制効果が発揮されない盛土高の場合もある．本条件（表



















（３）解析結果【②液状化層の中間に 3m の粘性土層がある場合】 
 １）沈下量 
図 3.3.4-15 に，盛土高さと盛土天端中央沈下量および法肩沈下量を示す．また，図 3.3.4-
16 に，盛土高さと無対策の場合の沈下量を１とした対策後の沈下量（沈下比）を示す． 
・沈下量の傾向：表層 4m の液状化層に起因していると考えられるが，液状化層厚 10m
の場合より，非常に小さい値となっている． 




  ・新工法の最終沈下量の最大値：盛土高 4m の場合に盛土天端中央が 0.12ｍ，盛土高 2m
の場合に法肩が 0.12ｍである．盛土高が増加しても，最終沈下量の差異は少ない． 
・沈下比によると，新工法による抑制効果が確認されており，盛土高さに応じて異なる


































































































































図 3.3.4-17 に，盛土高さと法尻水平変位量を示す．また，図 3.3.4-18 に，盛土高さと無
対策の拡幅量を 1.0 とした対策後の拡幅量（拡幅比）を示す．  
  ・法尻水平変位量の最大値：無対策の場合は盛土高 4m の 0.14m，新工法の場合は盛土



















図 3.3.4-17 盛土高さと法尻水平変位量 
 
 








































に，砕石層厚を 1.0m から 0.5m に変化させて、盛土の沈下抑制効果を確認した． 
 
 




解析結果を表 3.3.4-3 に示す．ここでは，砕石層厚 1m の結果と対比できるように，沈下比
(対策沈下量／無対策沈下量)及び拡幅比(対策の法尻水平変位量／無対策の法尻水平変位量)
を示した． 
砕石層厚 1m の場合，表 3.3.3-10 に示したように沈下比は 70%を確保していたが、砕石層
厚 0.5m の場合には，盛土天端中央沈下量及び法肩沈下量は 78%となり，法尻水平変位量は 77%
となった．砕石層厚を薄くする場合，新工法による変形抑制は 10％程度低下することを確認
した．なお，盛土の許容沈下量に収まる場合には，砕石層厚 0.5m の適用も考えられる． 
 









































3.3.4.1 の盛土高 2m と同様とし，新工法で発揮される不完全液状化層の透水係数と範囲を変






























沈下比は盛土天端中央で 75%，法肩で 74%である．不完全液状化層の透水係数を 1/10 ま


















不完全液状化層の範囲を 1.5 倍に広げた割には，沈下抑制の向上は 3% 7%と少ない． 
・検討③は，不完全液状化層の範囲を 1.5m とし，不完全液状化層の透水係数を 1/10（7.0
×10-4）に下げた解析結果である．沈下比は約 70%と実験の沈下比と同等である，  
・検討④は，不完全液状化層の範囲を 1.5m とし，不完全液状化層の透水係数を 1/7(1.0
×10-3)に下げた解析結果である．沈下比は 66%となり，実験値より 4%，抑制効果が向上
した．ここでの透水係数比率は 5 倍である． 
・検討⑤は，不完全液状化層の範囲を 1.5m とし，液状化層の透水係数を一般的な自然
地盤の値の 1.0×10-5(m/sec)を用いた結果である．ここで，不完全液状化層の透水係数
は，上記検討に示した透水係数比率 3.5 倍と 5.0 倍の結果を踏まえ，安全側を考慮し
た 10 倍の値（1.0×10-4(m/sec)）とした．その結果，沈下比は 66% 64%であり，沈下




表 3.3.4-4 検討結果(透水条件の影響) 
 

























新工法 1.0×10-5 1.0×10-4 不完全液状化層1.5m
不完全液状化層1.5m
検討④ 新工法(Case6) 2.0×10-4 1.0×10-3 不完全液状化層1.5m
検討①
検討②
検討③ 新工法(Case6) 2.0×10-4 7.0×10-4
不完全液状化層1m
新工法(Case6) 2.0×10-4


























験条件は 3.3.1 に示しているため，ここでは割愛する． 
図 3.4.1-1 に，新工法(Case3)の間隙水圧測定位置を示す．ジオテキのみ(Case2)も同じ



















図 3.4.1-2 に，盛土法尻直下（PP3-2）における過剰間隙水圧比の測定結果を示す． 
各 Case ともに，５秒(漸増 3 波)付近から過剰間隙水圧比の変化が開始し，無対策(Case1)









図 3.4.1-2 過剰間隙水圧比と経過時間 (盛土法尻直下(PP3-2)) 
 




図 3.4.1-4 に，盛土中央直下（PP3-1）における過剰間隙水圧比を示す． 
各 Case ともに，5 秒付近から過剰間隙水圧比に変化が生じている．盛土荷重によって
拘束圧が大きくなっているため，必ずしも完全液状化には至っていない．無対策(Case1) 












































 図 3.4.1-4 過剰間隙水圧比と経過時間 (盛土中央直下(PP3-1)) 
 
 




理した結果を示す．ここでは，加振後 9 秒時点及び 30 秒時点を示した．無対策(case1)とジ
オテキのみ(case2)では，過剰間隙水圧比分布に明らかな差は見られない．それに対し新工法
(Case3)は，明らかな過剰間隙水圧比の低下が見られる．盛土中央直下に着目すると，無対










































図 3.4.1-6 無対策(Case1)の過剰間隙水圧比 (9s) 
 
 
図 3.4.1-7 ジオテキのみ(Case2)の過剰間隙水圧比 (9s) 
 
 


























































図 3.4.1-9 無対策(Case1)の過剰間隙水圧比 (30s)  
 
 
図 3.4.1-10 ジオテキのみ(Case2)の過剰間隙水圧比 (30s)  
 
 


































































験条件は 3.3.2 に示しているため，ここでは割愛する 
図 3.4.2-1 に，新工法(Case6)の計測器配置図を示す．間隙水圧計の設置は全 case 同じで



























図 3.4.2-2 に，盛土法尻直下（PPT14）における過剰間隙水圧比の測定結果を示す．各 Case
ともに，主要動 85秒付近は過剰間隙水圧比が 1.0 以上となり完全液状化しているが，その
後 130 秒以降から各 case 異なる値を示している．無対策(Case1)は，加振終了後の 220 秒
付近まで過剰間隙水圧比 1.0 以上あり過剰間隙水圧は消散していない状態が続いている．
このため液状化状態に伴う土のせん断が長く続いているようである．一方，砕石を配置し
た砕石のみ(Case2)及び新工法（Case3）は，150 秒付近から過剰間隙水圧比が 1.0 未満を示
しており液状化の抑制が早めにみられる．その後も，過剰間隙水圧比の低下が大きくなっ





果を示す．この位置では，全 case においてほぼ同様の傾向が見られる．主波加振(85 秒)付




図 3.4.2-2 過剰間隙水圧比と経過時間 (盛土法尻直下(PPT14)) 
 
 







新工法(Case6)は，100 秒付近の過剰間隙水圧比が 0.2 程度と少なく，その後は，過剰間






















を示す．各 Case ともに，主波加振(85 秒)付近から過剰間隙水圧比が増加する．95 秒付近

































図 3.4.2-5 過剰間隙水圧比と経過時間 (盛土中央液状化層中間(PPT5)) 
 








































 Case4 無対策 Case5 砕石のみ Case6 新工法 
90sec 
(加振中) 






















































































































































































































































































ものの，各 Case ともに有効応力は 15kN/m2程度までの減少に留まっている．これは，
盛土直下は拘束圧の影響を受けており，完全液状化に至らないことを示している． 
・盛土法尻直下(右側の図)の無対策では，初期有効応力(35kN/m2程度)が加振とともに減
少し、有効応力 0 10kN/m2 が多くなっているが，完全液状化の経路が多いことを示し
ている． 




















































 3.4.3.1. 動的有効応力 FEM(LIQCA)を用いた数値解析(その１) 
（１）解析概要 






図 3.4.3-1 と図 3.4.3-2 にそれぞれ，PP3-1 と PP2-1 における新工法(Case3)の過剰間隙水
圧の解析結果と実験結果を示す． 










































































図 3.4.3-3 無対策(Case1)の過剰間隙水圧比  
 
 
図 3.4.3-4 ジオテキのみ(Case2)の過剰間隙水圧比  
 
 
図 3.4.3-5 新工法(Case3)の過剰間隙水圧比  
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図 3.4.3-6 に，地表面下 GL-1.5m(砕石の下 0.5m)における過剰間隙水圧比の解析結果と

































































































































図 3.4.3-7 無対策(Case4)の過剰間隙水圧比 (120s) 
図 3.4.3-8 砕石のみ(Case5)の過剰間隙水圧比 (120s) 
図 3.4.3-9 新工法（Case6）の過剰間隙水圧比 （120s） 
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３．４．４．過剰間隙水圧比による液状化抵抗値 FL の整理 
図 3.4.4-1 に，遠心載荷装置を用いた液状化模型実験(その 2)の主揺動直後における過剰
間隙水圧比及び，過剰間隙水圧比から推定される液状化抵抗値 FL値の分布を示す．ここで FL
値は，FL と過剰間隙水圧比の関係(参考図(1)) 4）から求めた．以下に，砕石層により過剰間
隙水圧抑制が発揮されやすい浅層部(GL-1.5m および GL-3.0m)に着目して論じる． 
・無対策(Case4)の深さ 1.5m の盛土中央は，盛土の上載圧の影響で液状化抵抗値 FLは 1.0
以上あり液状化していないが，法尻付近は 0.6 以下であり完全液状化に至っている． 
・新工法(Case6)の深さ 1.5m の盛土中央，法肩，法尻の FLは，それぞれ 1.45，1.45，0.89
であり，FL 平均値は 1.3 程度である．深さ 3.0ｍの盛土中央，法尻の FLは 1.45 及び 0.96
で，平均値は 1.2 程度である．なお，1か所の計測器はトラブルで測定されていない． 
・上記結果は，砕石層の周辺地盤で砕石による排水効果により液状化に至らない領域が形
成されたためと考える．盛土直下の深さ 1.5ｍ及び 3.0ｍに FLの平均値はそれぞれ 1.3 及
び 1.2 程度である．これらの効果は．液状化層のせん断強度の低下を抑制に寄与してお


























図 3.4.3-10 主揺動時の過剰間隙水圧比と FLの分布図 
3-80
３．５．動的有効応力 FEM と静的 FEM(ALID)との比較 
３．５．１．目的 
 「３．３．４．動的有効応力 FEM による新工法の適用性検討」では，「3.3.4.1 盛土高さの





本件も近年の ALID を使用した． 








は 10m，盛土高さは 2m,4m,6m,8m,10m である．FEM(ALID)の結果は，動的有効応力 FEM
の結果と対比して整理した．以下に，静的 FEM(ALID)解析に必要なパラメータ設定を示す． 
・FL 値を求める際に使用する液状化判定用の水平震度 kh は，動的有効応力 FEM の入力
加速度（レベル２地震動相当）と整合させるために，道路土工軟弱地盤対策工指針のⅢ
種地盤に準拠した kh＝0.6 6）とした． 
・3.4.4 に示したように，砕石層周辺 1m は不完全液状化層(FL=1.２)を設けた． 









・静的 FEM(ALID)の最終沈下量（無対策）：盛土高 2m が，盛土天端中央で 1.30ｍ，法肩
で 1.12ｍと最も大きく，盛土高が高くなるにつれて沈下量は減少する．この傾向は，動
的有効応力 FEM と同様である． 
・静的 FEM(ALID)の最終沈下量（新工法）：盛土高 2m が，盛土天端中央で 0.81ｍ，法肩
で 0.78ｍと最も大きく，盛土高が高くなるにつれて沈下量は減少する．この傾向は，動
的有効応力 FEM と同様である． 
・静的 FEM(ALID)の結果は，動的有効応力 FEM よりも大きく，安全側の結果を示す． 




















図 3.5.3-1(1) 盛土高さと最終沈下量（盛土中央） 



















図 3.5.3-1(2) 盛土高さと最終沈下量（法肩） 















































































































図 3.5.4-1 に，盛土高さと法尻水平変位量を示す．また，図 3.5.4-2 に，盛土高さと拡幅
比(対策後法尻水平変位量／無対策法尻水平変位量)を示す．ここでは，静的 FEM(ALID)は実
線で示し，動的有効応力 FEM はプロットで示した．以下に，その結果を箇条書きで論じた． 
・静的 FEM(ALID)の法尻水平変位量：無対策及び新工法ともに，盛土高 2m と 4m で法尻
水平変位量がほとんど生じず，動的有効応力 FEM の結果と整合しない．また，動的有効
応力 FEM の結果より法尻水平変位量が少なくなっており，危険側の解析結果を示す． 
・静的 FEM(ALID)拡幅比：盛土高 4m は，無対策より新工法の拡幅比が大きくなり，動的
有効応力 FEM と大きく異なる．盛土高 6m 以降の拡幅比は 0.68 でほぼ一定値を示して































































































を確認するため，静的 FEM（ALID 8））を実施した． 
 
 















図 3.6-2 ALID 液状化地盤のせん断応力とひずみ関係 8) 
 
 
図 3.6-3 ALID 解析 RL 毎の G１と FL の関係 8) 
 
図 3.6-4 に平面図を示す．新工法による対策は，図 3.6-5 に示すように，現地盤から深さ









図 -13  平 面 図      














・無対策時の盛土天端では，中央部沈下量 30.6 ㎝，路肩部沈下量 41.5 ㎝であり，10 ㎝
以上の不等沈下量が確認された．特に，路肩部は車両の乗り入れ部に当たるため，40
㎝以上の沈下が発生すると，緊急車両の通行は困難と考えられた． 















当該地区の工事は，2013 年と 2014 年に工事専門業者により実施された．写真 3.6-1 と写
真 3.6-2 に施工状況を示した．なお，施工手順は以下のとおりである． 

















写真 3.6-1 砕石の締固め 
 
  



























型実験を行った．その１実験は，換算の盛土天端幅 8m，盛土高 4m，液状化層厚 10m 等で
あり，無対策と比べて新工法は，盛土天端の沈下量が 70％未満，法尻の水平変位量が約
30％に抑制されていることを確認した．その２実験は，換算の盛土天端幅 4m，盛土高 2m，

















化層 10m の盛土高 2m 10m では，無対策と比べて新工法は，盛土天端の沈下量が 70％以
下に抑制されることを確認した．粘性土層が介在する地盤条件では，表層 3m が粘性土層
の場合は新工法の対策効果が低いが，中間に粘性土層（表層が液状化層）の場合は盛土













新工法は，液状化地盤層厚 10m の条件において，盛土天端の沈下量が 70%以下に抑制され
ることを示したが，盛土の変形抑制量には限界があるため，要求性能を満足する現場にしか
採用できないといった問題がある．要求性能には，例えば「2.4 道路盛土に求められる性能」
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は，筆者ら 4) 5)が研究中の既設盛土の液状化対策工法を 4.2.に紹介する． 



















 図 4.2-1 に，液状化時に発生する盛土の側方変形のメカニズムを示す．ここで，110









図 4.2-1 液状化による側方変形のメカニズム 
 
（２）既設盛土の対策イメージ 














 図 4.2-3(1)(2)に，模型実験の概要を示す．入力波は図 4.2-4 に示すように，最大
加速度 140gal，振動数 5HZ の正弦波を加振時間 6 秒で与え，その計測後には，同様の






図 4.2-3(1) 模型実験の概要(計測等) 
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 図 4.2-3(2) 模型実験の概要(実施ケース) 
 
 
図 4.2-4 入力加速度 
 
















図 4.2-6 6 秒加振後の盛土形状 
 
 




















写真 4.3-1 平面道路の液状化被害 
 
（２）平面道路の対策イメージ 






図 4.3-1 平面道路の対策イメージ 
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（３）模型実験 






















































図 4.3-4 に実験結果を示す．無対策時の水平変位量 5.64 ㎝（100%）に対し，モデ


























図 4.3-6 に，平均沈下量の実験結果を示す．完全液状化の Dr=50%の平均沈下量は，




  図 4.3-7 に，境界面での段差量を示した．無対策の段差量 3.78 ㎝（100%）に対









図 4.3-6 実験結果（沈下量） 
 
  
Dr=50% の 平 均 沈 下
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囲とし，液状化層深さ 10m の FL≦0.4 を対象に求められる修正 PL 値は沈下率（沈下






※）液状化層均一は A-Ⅰと A-Ⅲを示す 
図 5-2 修正 PL と沈下率（δ/H）の関係 
 
 










8m，盛土高 4m，液状化層厚 10m，入力地震波は最大 300gal で周波数 1.2HZ の正弦波
50 波とし，無対策 case，ジオテキ対策 case，新工法対策 case の実験である．その
２実験は，実物換算の盛土天端幅 4m，盛土高 2m，液状化層厚 10.5m，入力地震波は
2011 年東北地方太平洋沖地震時の K-Net 水戸の観測波とし，無対策 case，砕石対策





































































「第 4 章 液状化対策工の今後の展望」 
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ブ株式会社の久保幹男氏，村上清基氏，アウン氏に，実験データ及び解析データの整
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